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調査結果から見えるもの
京都市教育委員会学校指導課指導主事　

直山木綿子

1. 英語活動に欠かせない学級担任の存在

9 割が取り組む小学校英語の実態はどのよ

うなものでしょうか。この調査から、具体的な

成果、評価はわかりませんが、教員の意識の

変化が読み取れます。

それぞれの学校の「英語教育に対する評

価」をたずねた設問に対して、半数が「とても

うまくいっている」「まあうまくいっている」と

答えています（図1-4-5）。何をもってうまくい

っていると判断するのか、この「うまくいって

いるかどうか」の基準が何かは示されていま

せんので、この判断は、教員（教務主任）の主

観によるところが大きいと思われます。その

ため、一概にはいえませんが、この評価の視

点と児童や教員の変化の有無とから、次のよ

うなことがみえてきます。

たとえば、「うまくいっていない」と感じる教

員は、「うまくいっている」と感じる教員よりも、

「教員の積極性」が課題だと感じておられま

す（図1-4-4）。また、高学年では、年間時数

が多い場合のほうが、「うまくいっている」

と感じ（図1-4-6）、なおかつ年間時数が多い

場合の方が学級担任中心で進められている

ことを考えると（図1-2-3）、学級担任の英語

活動への関わりが、うまくいくことに影響を及

ぼしているのではないかと思われます。

また、「児童や教員の変化」については、英

語教育を行うことで自校の先生方によい変化

が「あった（とても＋まあ）」と感じている場

合ほど児童の変化を感じておられます（図省

略）。「変化」は主観的なものとなりますが、教

員の取り組む姿勢が児童に何らかの影響を

及ぼしていると思われます。

たとえば、京都市のALTは次のようなこと

をよく言います。「学級担任が、英語活動に積

極的に関わるかどうかで、児童の反応が大変

違う。だから、学級担任に積極的に関わって

もらいたい」と。また、私自身、小学校で英語

専科（研究課研究員）として教壇に立っていた

ときに、学級担任が英語活動に関わると、児

童の発話の量と種類とが増えた場面や、より

多くの児童が発話している場面を見てきまし

た。学級担任は、「英語のモデル」ではなく、

まさに「英語を使おうとするモデル」として、児

童がはじめて出会う英語の壁を低くする役割

を果たしていると感じました。学級担任が嫌

がる、怖がる英語活動に、どうして児童が積

極的に関わっていけるでしょうか。ここから

も、学級担任が英語活動に欠かせない存在だ

全国の公立小学校で英語教育を導入している学校が 9 割を超える中で、先生方は小学校英語
にどのように取り組んでおられるのでしょうか。今回の調査から、先生方の、あるいは学校の
取り組みの姿勢とともに、今後、小学校英語に対してどのように取り組まなければならないか
がみえてきました。

ということがわかります。

また、英語活動に興味を持ち、取り組み始

めた教員がこのように語ってくれました。「今

まで、長年教壇に立ってきて、児童を教える

ことに慣れてしまった。教材研究をことさらし

なくても授業はこなせるが、英語活動はそう

はいかない。何を教えるのか、どう教えるの

か、何で教えるのか、久しぶりに考えました。

まるで新採（新規採用時）に戻ったような新鮮

な気持ちで、どの授業にも取り組んでいます。

道を歩いていても、あれは教材になるな、こ

れも授業で使えるなと考えている自分に気づ

きました」と。

このように、英語活動に取り組むことを契

機に、教員が意識を変える可能性があるとい

えそうです。

では、学級担任が中心になって英語活動を

進めるためには、何が必要なのでしょうか。

2. 小学校英語の課題

今回の調査では、「英語を指導することに

自信がありますか」とたずねていますが、「ま

ったく自信がない」「あまり自信がない」という

回答が77.8％もありました（図A-8）。教務主

任の回答ではありますが、半数近くが英語教

育の授業の担当経験がある（図A-6）ことを

考えると、先生方が「これでいいのだろうか」

という不安を持ちながら指導しておられる様

子がうかがえます。

そのような不安を持たれるのは、「とくに課

題だと感じていることは何ですか」という問

いに対して、「指導する教員の英語力」「教材

の開発や準備のための時間」「指導のための

カリキュラム」「英語教育に関する教員研修」

という回答の割合が高いことから（図1-4-3）、

教員の英語力と、英語活動を進めるうえで

の条件整備が不足しているからだと考えられ

ます。

小学校教員の多くは、英語を使って授業を

すると思って教員になったわけではありませ

ん。国語や算数などの教科では、何をどのよ

うな順で教えたらよいかが書かれている指導

書があり、それをもとに授業を展開すること

ができます。しかし、日本の教員は、今まで

「どのように」「どうやって」は考えてきても、

「何を」「どのような順で」という学習内容につ

いては考える機会がほとんどなかったはず

です。ところが、小学校英語活動を行う際に

は、それを考えなければなりません。教員

が、「何を」「どのような順で」指導するのかを

考えたうえで、活動も作り出し、教材も作成

しなければならないのです。これは大変なこ

とです。その上に、「英語を使って」という、

今まで予想もしていなかった状況においては

なおさら不安になるでしょう。

このように不安を抱いていることも影響し

ていると考えられますが、「貴校では、どなた

が英語教育を行っていますか」という問いに、
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「外国語指導助手（ALT、AETなど）」が

92.3％、「学級担任」が86.8％という結果にな

っており、ほとんどの場合、両者が英語教育

の指導にあたっています（図1-2-1）。しかし、

「実際の授業で中心となって指導を行ってい

るのはどなたですか」という問いには、「外国

語指導助手」が60.1％、「学級担任」が28.2％

という結果でした（図1-2-2）。つまり、半数

以上の学校で「外国語指導助手」が中心とな

り、「学級担任」が中心となっているのは、三

分の一にも満たないのです。また、学校での

年間時数が少なければ少ないほど、「外国語

指導助手」が中心となっていることも分かり

ます（図1-2-3）。

さらに、「英語教育を行ううえで必要となる

条件などについて、貴校の状況は十分だと思

いますか」という問いに対して、「学級担任」

が中心になって進めている場合ほど、「外国

語指導助手」中心で進められている場合よ

り、「教員同士の協力体制」「教員の積極性」

「使いやすい教材」「指導のためのカリキュラ

ム」が、「十分である」「どちらかといえば十

分である」という回答が多くなっています（図

1-4-2）。このように「学級担任」が中心になっ

て進めていくためには、英語活動の条件整備

が必要だということがわかります。

そして、「貴校では、英語教育に関する指

導計画を作成するときに何を参考にしていま

すか」という問いでは、年間時数が多い学校

ほど、「自治体が作成している指導案や資料」

を活用している割合が高くなっています（図

1-5-2）。これは、自治体が条件整備を進めて

いるからこそ、年間時数を多く取り、学級担

任中心で進めることができるとも考えられま

す。つまり、先生方がご自身の英語力に対す

る不安は持っていても、自治体がしっかりと

サポートする体制を組んでいれば、外国語指

導助手任せにせず、彼らの力を借りながら、

先生方が中心になって英語活動を進められ

るということです。

実際、京都市においても、平成11年度より

全小学校で何らかの形で英語活動に取り組

んできましたが、学級担任の先生が積極的に

進める授業はなかなかできませんでした。そ

のような中、平成14年度に「小学校英語活動

指導計画と活動事例集（試案）」を作成し、そ

れをもとに授業を進める際に必要な教材を

ボックスに入れ、教育センターカリキュラム開

発支援センターでの貸し出しを始めました。

すると、学級担任の先生方がまずは「試案」

通りに、やがて慣れてくると、学校や学級の

実態に応じてそれをアレンジし、教材を借り

て英語活動に取り組まれることが増えてきま

した。自分自身の英語力に自信はなくても、

目の前にカリキュラムが提示され、教材も提

示されると、小学校の先生方はまるで「ドラ

えもん」がポケットから新しいものを次々に取

り出すように、新しいアイディアでさまざまな
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取り組みを始められていきます。

今後、小学校英語の広がり、そして英語活

動のねらいの充実、そして中学校英語科との

スムーズな接続とを考えれば、小学校英語の

学習内容のガイドライン策定と教材開発が求

められるでしょう。

3. 取り上げたい学習内容と行いたい活動

文部科学省が実施した「平成17年度小学

校英語活動実施状況調査」では、公立小学校

での英語活動実施率が93.6％に及び、平成

18年度に実施した今回の調査も実施率は

94.0％でした。このように全国のほとんどの

公立小学校で、何らかの形で英語活動が導

入されていますが、その年間時数は、数時間

から35時間以上とさまざまです。年間時数が

違うのですから、当然、「ねらい」も学習内容

もさまざまということになります。

ただ、それぞれの活動は、学年によってあ

る程度の傾向が見られます。たとえば「貴校

では、どのような英語教育を行っていますか」

という問いに対して、低学年では「英語の音

やリズムに触れたり、慣れたりする活動」が

一番多く、中学年と高学年とでは「英語を聞

いたり話したりする活動」が一番多くなって

います。そして高学年では、これに加えて

「外国の文化や生活を知る活動」が大きな割

合で取り入れられています（図1-1-5）。この

ことから、それぞれの学年の児童の特色を捉

えた活動が行われているといえそうです。

つまり、体を動かすことをいとわず、音に

敏感な低学年では、できるだけ英語の音やリ

ズムに触れ、体で感じ取らせる「体を動かす

活動」を仕組むことが大切です。中学年では、

「耳や口を動かす活動」を仕組むことが大切

です。まねることをまだいとわない時期です

から、機械的に英語を聞いたり、言ってみた

りする活動、指導者や友だちと英語を使って

やり取りをする活動を仕組みます。一方、知

的好奇心が高まり、なぜこんなことをするの

だろうと、活動に意味を求めだす高学年で

は、これに加えて、「頭と心を動かす活動」が

必要です。外国の文化や生活を知る中で、英

語を使うことの意味を理解させていきたいも

のです。

また、今回の調査結果から、高学年では、

文字の読み書きの活動が多く取り入れられて

いることがわかりました。高学年では年間実

施時数が「0～ 5時間未満」の学校で24.4％、

「5 ～15時間未満」の学校で33.3％もが「英

語の文字や文章を読む活動」を取り入れてい

ます（図1-1-6）。このように、年間時数がそ

れほど多くはない学校でも、予想していたよ

りもかなり多くの割合で、「英語の文字や文章

を読む活動」を取り入れていることに驚きま

した。私自身、小学校英語教育で文字の読

み指導の必要性を感じていますが、児童が

「文字を読む活動」に入る前に音声による英
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語活動を十分に経験している必要があると

考えています。なぜなら、小学校段階では、

音声によるコミュニケーションを体験させる

ことが大切であり、文字の読み指導は、音声

によるコミュニケーションを補助するものだと

考えているからです。音声によるコミュニケ

ーションを十分に体験した上で、「文字を読

む活動」に入ることが、児童の文字への更な

る興味を高め、発話の量を増やしていくこと

につながると考えています。

この文字の読み指導に関して、最近フォニ

ックス＊を取り入れている実践をよく見かけま

す。たとえば、小中連携英語教育ということ

で、中学校英語科教員が小学校で英語活動

を指導する際に、あるいは、小学校教員が、

このフォニックスの指導を行っていることがあ

ります。しかし、フォニックスの指導は、指導

者にかなりの英語力がいること、フォニックス

指導の本来の目的から考えると、小学校での

フォニックス指導は慎重に行う必要があると

考えます。

＊フォニックス　英語のつづりと発音の規則関係

4. 指導者の研修

不安を抱く学級担任には、カリキュラムな

どの条件整備とともに、どのように指導すれ

ばよいのか、あるいは、なぜ小学校英語を行

うのか、また、そのねらいは何かなどについ

ての研修が必要となってきます。ところが、調

査結果からは、研修があまり充実していると

はいえません。先生方が参加している研修

は、都道府県という大きな組織ではなく、市区

町村という一回り小さな組織が主体となって

行われているものが多いようです（図1-3-5）。

これは、教員の集まりやすさからだけでなく、

先生方ご自身が小学生のときに英語教育をほ

とんど経験しておられないということから、

単に大人数で講義を聴くだけの研修よりも、

少人数でのワークショップを含む、実践的な

研修のほうが有効であろうということからで

はないかと考えられます。

また、調査結果からは次のようなこともみ

えてきます。学級担任が中心になって英語活

動を進めている学校ほど、校内研修の回数

が多く（図1-3-2）、学校外への研修にも教員

が参加している回数が多いということです

（図省略）。これは当然ともいえるでしょう。

すでに述べたように、ALTに任せていれば、

指導計画や教材を作成したり、研修を開催し

て指導法などを研究したりする必要などない

のですから。

5. さいごに

英語に興味関心を持ち、英語を使ってコミ

ュニケーションを図ろうとする態度の育成が

小学校英語教育のねらいです。これを達成す

るためには、学級担任が中心になって進める

こと、そしてそれを支援するための、学習内
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容のガイドラインと教材開発、研修の充実が

必要だということが調査結果からわかりまし

た。

では、誰がどのようにこれを進めるのでし

ょうか。中学校英語との連携を考えると、全

国的に学習内容のガイドラインを策定する必

要があります。現在、小学校英語の大部分が

行われている「総合的な学習の時間」の性質

や、規定されないからこそ生まれてきた現在

の現場での実践を考えると、文部科学省が行

うことに賛否両論はあります。しかし、日本の

どこに住む児童にも、その自治体、学校の体

制、教員の力量によらず、英語を使ってコミ

ュニケーションを図ろうとする態度を身につ

けさせるためには、国としてガイドラインを示

す必要があると考えます。また、そのガイド

ラインから、教育委員会や学校が、それぞれ

の実態に応じて指導計画を作成し、具体的

な活動や教材を開発していくことが必要だと

考えます。

そして、なにより、何のために小学校で英

語教育を行うのかを、教育委員会や、学校、

教員が理解しなければなりません。英語教育

の目的は、生活を切り開いていくためのツー

ルを身につけるということではなく、世界の

人たちと仲良くなるためだということ、また

人と言葉でコミュニケーションを図る力を児

童につけるためであるということを理解した

うえで、取り組む必要があります。


